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○埼玉県職員安全衛生管理規程（昭和61年4月1日訓令第13号） 

埼玉県職員安全衛生管理規程 

昭和六十一年四月一日 

訓令第十三号 

  

 改

正 

昭和六三年 七月二二日訓令第二一号 平成 元年 三月二八日訓令第四号  

   平成 二年 三月三一日訓令第一三号 平成 五年 三月三一日訓令第九号  

   平成 六年 三月三一日訓令第九号 平成 七年 四月二一日訓令第二一号  

   平成 九年 三月三一日訓令第三二号 平成一〇年 三月三一日訓令第一六号  

   平成一一年 三月三〇日訓令第九号 平成一二年 三月三一日訓令第二一号  

   平成一三年 三月三〇日訓令第一〇号 平成一四年 三月二九日訓令第一三号  

   平成一五年 三月二八日訓令第八号 平成一六年一二月二四日訓令第一九号  

   平成一七年 三月二九日訓令第一二号 平成二〇年 三月二八日訓令第一四号  

   平成二一年 三月三一日訓令第三号 平成二二年 三月三〇日訓令第九号  

   平成二七年 六月一二日訓令第一〇号 平成三一年 三月二九日訓令第四号  

  令和 三年 三月三〇日訓令第一〇号 令和 七年 三月二八日訓令第八号  

本庁 

地域機関 

埼玉県労働委員会事務局 

埼玉県収用委員会事務局 

埼玉県職員安全衛生管理規程を次のように定める。 

埼玉県職員安全衛生管理規程 

埼玉県職員衛生管理規程（昭和四十九年埼玉県訓令第二十七号）の全部を改正する。 

目次 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 安全衛生管理体制（第五条―第十五条） 

第三章 健康管理（第十六条―第二十三条） 

第四章 雑則（第二十四条） 

附則 

第一章 総則 

（趣旨） 

第一条 職員の安全及び衛生に関しては、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号。以下

「法」という。）及びこれに基づく命令に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

（用語の意義） 

第二条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 職員 本庁及び地域機関に勤務する職員をいう。 

二 本庁 埼玉県行政組織規則（昭和四十二年埼玉県規則第一号）第二条第二項に規定する本庁に

属する機関及び埼玉県労働委員会事務局及び埼玉県収用委員会事務局をいう。 

三 地域機関 埼玉県行政組織規則第二条第三項に規定する地域機関に属する機関をいう。 

四 部局長 別表第一の上欄に掲げる組織の区分に応じ、同表の中欄に掲げる職にある者をいう。 

五 主管課 別表第一の上欄に掲げる組織の区分に応じ、同表の下欄に掲げる課をいう。 

六 主管課長 主管課の長をいう。 

七 所属所 本庁及び地域機関をいう。 

八 所属長 所属所の長をいう。 

（所属長の責務） 
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第三条 所属長は、所属所における職員（埼玉県行政組織規則の規定により課等に属しない職に係る

庶務を所掌する所属所にあつては、当該課等に属しない職にある者を含む。以下「所属職員」とい

う。）の安全の確保及び健康の保持増進に努めるとともに、快適な職場環境の形成に努めなければ

ならない。 

２ 所属長は、所属職員の安全及び衛生に関し、所属職員の意見を聴くための機会を設けるよう努め

なければならない。 

（職員の責務） 

第四条 職員は、常に自己の安全及び健康の保持増進に努めるとともに、所属長から安全及び健康に

関する指示又は指導を受けたときは、これを誠実に守らなければならない。 

第二章 安全衛生管理体制 

（統括安全衛生管理者） 

第五条 本庁及び地域機関の安全衛生管理業務を統括管理するため、統括安全衛生管理者を置く。 

２ 統括安全衛生管理者は、総務部長の職にある者をもつて充てる。 

（総括安全衛生管理者） 

第五条の二 法第十条第一項に規定する総括安全衛生管理者として、本庁にあつては本庁総括安全衛

生管理者を、労働安全衛生法施行令（昭和四十七年政令第三百十八号。以下「施行令」という。）

第二条第一号又は第二号の規定の適用を受ける地域機関にあつては当該地域機関の名称を冠した総

括安全衛生管理者（次項において「地域機関総括安全衛生管理者」という。）を置く。 

２ 本庁総括安全衛生管理者は統括安全衛生管理者を、地域機関総括安全衛生管理者は当該地域機関

の長をもつて充てる。 

（部局長の職務） 

第六条 部局長は、当該部局の職員の安全及び衛生に関する業務を統括管理する。 

（主管課長の職務） 

第七条 主管課長は、当該部局の職員の安全及び衛生に関する業務について連絡調整を行う。 

（安全管理者） 

第八条 常時五十人以上の職員が勤務する地域機関で施行令第二条第一号又は第二号に掲げる業種の

ものに、法第十一条第一項に規定する安全管理者を置く。 

２ 安全管理者は、所属長が資格を有する者のうちから選任し、所属職員の安全に関する事項を管理

する。 

３ 所属長は、安全管理者を選任したときは、様式第一号の安全管理者選任報告書により、速やかに

統括安全衛生管理者に報告しなければならない。 

（衛生管理者） 

第九条 主管課（人事課及び税務課を除く。）、職員健康支援課及び常時五十人以上の職員が勤務す

る地域機関に、法第十二条第一項に規定する衛生管理者を置く。 

２ 衛生管理者は、所属長が資格を有する者（原則として主幹以上の職にある者に限る。）のうちか

ら選任し、所属職員の衛生に関する事項を管理する。 

３ 所属長は、衛生管理者を選任したときは、様式第二号の衛生管理者・安全衛生推進者等選任報告

書により、速やかに統括安全衛生管理者に報告しなければならない。 

（安全衛生推進者等） 

第十条 衛生管理者が選任された所属所以外の所属所のうち、施行令第二条第一号又は第二号に掲げ

る業種のものに安全衛生推進者を、その他の業種のものに衛生推進者を置く。 

２ 安全衛生推進者及び衛生推進者（以下「安全衛生推進者等」という。）は、所属長が所属職員

（原則として主幹以上の職にある者に限る。）のうちから選任し、所属職員の安全及び衛生に関す

る事項（衛生推進者にあつては、衛生に関する事項に限る。）を管理する。 

３ 所属長は、安全衛生推進者等を選任したときは、前条第三項の報告書により、速やかに統括安全

衛生管理者に報告しなければならない。 

（産業医） 

第十一条 本庁及び地域機関に、法第十三条に規定する産業医を置く。 

２ 産業医の選任等に関し必要な事項は、別に定める。 

（作業主任者） 
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第十二条 法第十四条に規定する作業を行う所属所に、同条に規定する作業主任者を置く。 

２ 作業主任者は、所属長が資格を有する者のうちから選任し、法第十四条に規定する事項を行う。 

（埼玉県職員安全衛生委員会） 

第十三条 職員の安全及び衛生に関する事項を総合的に調査審議させるため、埼玉県職員安全衛生委

員会を置く。 

（安全衛生委員会及び衛生委員会） 

第十四条 法第十七条及び第十八条の規定の適用を受ける地域機関に、法第十九条第一項に規定する

安全衛生委員会を置く。 

２ 本庁及び法第十八条の規定の適用を受ける地域機関（安全衛生委員会が置かれているものを除

く。）に、同条第一項に規定する衛生委員会を置く。 

（総合調整会議） 

第十五条 職員の安全及び衛生に関する基本方針について調査審議させ、及び各部局の共通的事項に

ついて調整を図らせるため、総合調整会議を設置する。 

２ 総合調整会議は、統括安全衛生管理者、人財政策局長、人事課長、職員健康支援課長及び管財課

長をもつて構成する。 

３ 総合調整会議は、統括安全衛生管理者が招集する。 

４ 統括安全衛生管理者は、必要があると認めるときは、総合調整会議に関係機関の長の出席を求め

ることができる。 

５ 総合調整会議の庶務は、職員健康支援課において処理する。 

第三章 健康管理 

（総合的計画） 

第十六条 統括安全衛生管理者は、職員の健康管理に関し、総合的計画を策定し、及び推進しなけれ

ばならない。 

（健康診断の種類等） 

第十七条 職員に対して行う健康診断の種類及び実施方法等は、別表第二に掲げるとおりとする。 

２ 統括安全衛生管理者は、特に必要があると認めるときは、別表第二に掲げるもの以外の健康診断

を行うことができる。 

（健康診断の受診義務） 

第十八条 職員は、指定された期日までに健康診断を受けなければならない。ただし、統括安全衛生

管理者が健康診断を受ける必要がないと認めた場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定による健康診断を受けなかつた者は、医師の健康診断を受け、その結果を証明する書

面を所属長を経由して、職員健康支援課長に提出しなければならない。 

（健康診断の結果の通知） 

第十九条 職員健康支援課長は、健康診断を実施した結果を所属長に通知しなければならない。 

２ 所属長は、前項の通知を受けたときは、その内容を職員に伝達しなければならない。 

（健康診断の結果の活用） 

第二十条 所属長は、健康診断の結果を職員の健康管理のため有効に活用しなければならない。 

２ 所属長は、前条第一項の通知を受けたときは、衛生管理者又は安全衛生推進者等に適切な指導を

行わせなければならない。 

（健康管理情報の取扱い） 

第二十条の二 健康診断の結果その他の健康管理に関する個人情報（以下この条において「健康管理

情報」という。）を取り扱うことができる者（以下この条において「健康管理情報取扱者」とい

う。）及び取り扱う範囲は、次の各号のとおりとする。 

 一 所属長、衛生管理者、安全衛生推進者等及び地域機関の産業医 所属職員に係る健康管理情報 

 二 本庁の産業医及び職員健康支援課健康管理担当 全ての職員に係る健康管理情報 

２ 健康管理情報取扱者は、この規程に基づく衛生に関する業務を行うに当たつては、健康管理情報

の重要性に鑑み、その保護を図らなければならない。 

３ 健康管理情報取扱者は、健康管理に係る関係書類の取扱いに当たつては、健康管理情報の漏え

い、滅失、毀損等を防止し、その保護を図るため、適切な措置をしなければならない。当該関係書

類を廃棄する場合も同様とする。 
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４ 健康管理情報取扱者は、職務上知り得た健康管理情報その他の個人情報を他に漏らしてはならな

い。その職務を離れた場合においても、同様とする。 

（措置決定申請） 

第二十一条 所属長は、所属職員が次のいずれかに該当するときは、速やかに次条第一項の措置決定

に係る申請をしなければならない。 

一 傷病により九十日を超えて療養又は休養をする必要があると医師に診断されたとき。 

二 前号の診断を受けている場合において、当該療養又は休養の期間を延長する必要があると医師

に診断されたとき。 

三 前二号の診断を受けている場合において、勤務に就くことが可能であると医師に診断されたと

き。 

 ２ 所属長が、前項に規定する申請をする場合、様式第三号の措置決定申請書に様式第四号の診断

書、様式第五号の観察報告書その他必要な資料を添え、主管課長を経由して、統括安全衛生管理

者に提出しなければならない。 

３ 所属長は、第一項に規定する申請をするに当たり、埼玉県職員健康審査会規則（平成二十一年

埼玉県規則第二十八号）に基づく埼玉県職員健康審査会（第二十三条第三項において「職員健康

審査会」という。）の開催日を考慮しなければならない。 

（措置決定） 

第二十二条 統括安全衛生管理者は、前条第二項の規定による措置決定申請書を受理したときは、埼

玉県職員健康審査会の意見に基づいて、別表第三の指導区分表に定める指導区分により措置決定を

行い、その結果を当該所属長に通知しなければならない。 

２ 所属長は、前項の通知を受けたときは、その内容を当該職員に伝達しなければならない。 

（精神保健相談） 

第二十三条 統括安全衛生管理者は、医師による職員の精神保健に関する相談を行うものとする。 

２ 前項の相談の実施に関し必要な事項は、統括安全衛生管理者が定める。 

３ 精神に係る疾病により九十日を超えて療養又は休養中の職員が就業しようとするときは、当該職

員は、第二十一条第一項第三号の規定による措置決定申請に基づく職員健康審査会の審査が開始さ

れる前に、第一項の相談を受けなければならない。なお、所属長は、所属職員が第一項の相談を受

けるに当たり、必要な情報を統括安全衛生管理者に提供しなければならない。 

第四章 雑則 

（委任） 

第二十四条 この規程に定めるもののほか、職員の安全及び衛生に関し必要な事項は、統括安全衛生

管理者が定める。 

 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和六十三年七月二十二日訓令第二十一号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成元年三月二十八日訓令第四号） 

この訓令は、平成元年四月一日から施行する。ただし、第八条第一項の改正規定、第二十条第二項

ただし書の改正規定、第二十一条第一号の改正規定、別表第二の改正規定、様式第一号の改正規定、

様式第三号の改正規定及び様式第四号から様式第四号の三までの改正規定は、公布の日から施行す

る。 

附 則（平成二年三月三十一日訓令第十三号） 

この訓令は、平成二年四月一日から施行する。 

附 則（平成五年三月三十一日訓令第九号） 

この訓令は、平成五年四月一日から施行する。 

附 則（平成六年三月三十一日訓令第九号） 

この訓令は、平成六年四月一日から施行する。 

附 則（平成七年四月二十一日訓令第二十一号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成九年三月三十一日訓令第三十二号） 

この訓令は、平成九年四月一日から施行する。 

附 則（平成十年三月三十一日訓令第十六号） 

この訓令は、平成十年四月一日から施行する。 

附 則（平成十一年三月三十日訓令第九号） 

この訓令は、平成十一年四月一日から施行する。 

附 則（平成十二年三月三十一日訓令第二十一号） 

この訓令は、平成十二年四月一日から施行する。 

附 則（平成十三年三月三十日訓令第十号） 

この訓令は、平成十三年四月一日から施行する。 

附 則（平成十四年三月二十九日訓令第十三号） 

この訓令は、平成十四年四月一日から施行する。 

附 則（平成十五年三月二十八日訓令第八号） 

この訓令は、平成十五年四月一日から施行する。 

附 則（平成十六年十二月二十四日訓令第十九号） 

この訓令は、平成十七年一月一日から施行する。 

附 則（平成十七年三月二十九日訓令第十二号） 

この訓令は、平成十七年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十年三月二十八日訓令第十四号） 

この訓令は、平成二十年四月一日から施行する。ただし、別表第一埼玉県労働委員会事務局の項の

改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二十一年三月三十一日訓令第三号） 

１ この訓令は、平成二十一年四月一日から施行する。 

２ この訓令の施行の際現に復職後の経過観察の期間中である職員に係る措置決定申請書の提出につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（平成二十二年三月三十日訓令第九号） 

この訓令は、平成二十二年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十七年六月十二日訓令第十号） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

２ この訓令による改正前の埼玉県職員安全衛生管理規程に定める様式による用紙は、当分の間、所

要の調整をして使用することができる。 

附 則（平成三一年三月二九日訓令第四号） 

この訓令は、平成三一年四月一日から施行する。 

   附 則（令和三年三月三〇日訓令第一〇号） 

 この訓令は、令和三年四月一日から施行する。 

附 則（令和七年三月二八日訓令第八号） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

２ この訓令による改正前の埼玉県職員安全衛生管理規程に定める様式による用紙は、当分の間、所

要の調整をして使用することができる。 

 

別表第一（第二条関係）  

 上欄 中欄 下欄 

 秘書課 知事室長 秘書課 

 企画財政部 企画財政部長 企画総務課 

 総務部 総務部長 人事課（税務課、個人県民税対策課

及び県税事務所等にあつては、税務

課） 

 県民生活部 県民生活部長 県民広聴課 

 危機管理防災部 危機管理防災部長 危機管理課 
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 環境部 環境部長 環境政策課 

 福祉部 福祉部長 福祉政策課 

 保健医療部 保健医療部長 保健医療政策課 

 産業労働部 産業労働部長 産業労働政策課 

 農林部 農林部長 農業政策課 

 県土整備部 県土整備部長 県土整備政策課 

 埼玉県収用委員会事務局     

 都市整備部 都市整備部長 都市整備政策課 

 会計管理者の補助組織 会計管理者 出納総務課 

 埼玉県労働委員会事務局 事務局長 審査調整課 

 

別表第２（第17条関係）  

 種類 対象職員 回数  

 定期健康診断 全職員 年１回  

 

二次健康診断 

定期健康診断の結果、脳血管疾患又は

心臓疾患に関する一定の項目に有所見

の判定があり、未治療の職員 

年１回 

 

 
結核感染業務従事者健康診断 

結核患者に接触し、結核に感染するお

それのある業務に従事する職員 
年１回 

 

 
結核有所見者健康診断 

結核感染業務従事者健康診断の結果、

有所見と判定された職員 
年２回 

 

 
放射線業務従事者健康診断 

エツクス線等の放射線を取り扱う業務

に従事する職員 
年２回 

 

 と畜検査業務従事者健康診断 家畜を取り扱う業務に従事する職員 年１回  

 シールド工法工事検査業務従事者健

康診断 

シールド工法工事検査のため、異常高

圧下での業務に従事する職員 
年２回 

 

 
有機溶剤取扱業務従事者健康診断 

有機溶剤を取り扱う業務に従事する職

員 
年２回 

 

 情報機器作業従事者健康診断 情報機器作業に従事する職員 年１回  

 
障害者介護業務従事者健康診断 

介護、看護等腰部に著しい負担のかか

る業務に従事する職員 
年１回 

 

 
自動車運転業務従事者健康診断 

公用車を運転することを職務とする職

員 
年１回 

 

 粉じん業務従事者健康診断 粉じんが発生する業務に従事する職員 年１回  

 深夜業務従事者健康診断 深夜業務に従事する職員 年２回  

 特定化学物質等取扱業務従事者健康

診断 

特定化学物質等を取り扱う業務に従事

する職員 
年２回 

 

 石綿作業従事者健康診断 石綿を取り扱う業務に従事する職員 年２回  

 破傷風予防接種 土壌を取り扱う業務に従事する職員 年１回  

 
Ｂ型肝炎健康診断 

血液検査等のため、Ｂ型肝炎に感染す

るおそれのある業務に従事する職員 
年１回 

 

 
Ｂ型肝炎予防接種 

Ｂ型肝炎健康診断の結果、ワクチン接

種が必要な職員 
年１回 

 

 
麻疹対策業務従事者健康診断 

麻疹対策業務のため、麻疹に感染する

おそれのある業務に従事する職員 
年１回 

 

 
麻疹予防接種 

麻疹対策業務従事者健康診断の結果、

ワクチン接種が必要な職員 
年１回 

 

 



7/14  

別表第３（第22条関係）  

 指導区分 
事後措置 

 

 区分 内容  

 生活規

制の面 

Ａ 勤務を休む必要のある

もの 

休暇（日単位のものに限る。）又は休職の

方法により、療養のため必要な期間勤務を

させない。 

 

   Ｂ 勤務に制限を加える必

要のあるもの 

職務の変更、勤務場所の変更、休暇（日単

位のものを除く。）等の方法により勤務を

軽減し、かつ、深夜勤務（午後10時から翌

日の午前５時までの間における勤務をい

う。以下同じ。）、時間外勤務（正規の勤

務時間以外の時間における勤務で、深夜勤

務以外のものをいう。以下同じ。）及び出

張をさせない。 

 

   Ｃ 勤務をほぼ平常に行つ

てよいもの 

深夜勤務、時間外勤務及び出張を制限す

る。 

 

   Ｄ 平常の生活でよいもの    

 医療の

面 

１ 医師による直接の医療

行為を必要とするもの 

医療機関のあつせん等により適正な治療を

受けさせるようにする。 

 

   ２ 定期的に医師の観察指

導を必要とするもの 

経過観察をするための検査及び発病、再発

防止のため必要な指導を行う。 

 

   ３ 医師による直接又は間

接の医療行為を必要と

しないもの 
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様式第３号（第２１条関係） 

措 置 決 定 申 請 書                 

                                                         第     号  
                                                                年  月  日  
 
 
  統括安全衛生管理者 
   総 務 部 長 様 
                          所 属 所            
                          所 属 長            
 
 
 下記の職員から別添のとおり、医師の診断書その他の資料が提出されたので、埼
玉県職員安全衛生管理規程第２１条の規定により、申請書を提出します。 

記 

１ 住     所 

２ 氏     名
（ ふ り が な ）

              （男・女） 

３ 職 員 番 号 

４ 生年月日（年齢）      年  月  日（  歳） 

５ 職名及び職務内容 

６ 申請の区分  （１） 新 規     （２） 延 長    （３） 復 職 

７ 申請内容 ※病気休暇・休職期間の通算規定に該当する場合は、通算した期間ごとに記入 

 （１） 既承認期間   

 始  期 終  期 合計日数 

病気休暇 年   月   日 年   月   日 日間 

休  職 年   月   日 年   月   日 日間 

 （２） 今回申請期間 

 始  期 終  期 合計日数 

病気休暇 年   月   日 年   月   日 日間 

休  職 年   月   日 年   月   日 日間 

 （３）復職希望年月日 ※復職申請時に記入 

      年   月   日  

８ 病気休暇又は休職の原因   （１）公務傷病   （２） その他の傷病 

９ そ の 他  
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様式第５号（２）（第２１条関係）                               

観 察 報 告 書 

 

  （結核性疾患用）                                      埼玉県職員健康審査会 

所 属 所 名       

 

（所属所コード） 

 

 

 

職  名 
 

 

現所属の在籍    年   月から 

 氏 名        性  別 男 ・ 女 

 住 所        
生年月日 

  年 月 日（  歳

） 

発病時の状態 

 

 

 

最近の生活状況 

 

 

 

 

 

 

家庭の環境 
 

勤務状況 

（療養・休養中の

場合は健康時のも

のを記入） 

 

 

 

 

所属の接触者 

健康診断の実施

状況（可能な範

囲で記入） 

 

 

 

復職に関する希望 

 所属長 

 

 本  人 

 

特に問題となる点 
 

  

            年  月  日 

                                     所 属 所 名        

                                     衛生管理者又は 

                   安全衛生推進者等 

                                     職  ・  氏   名      

 


